
 

国土強靱化 民間の取組事例 179  被災者等の支援 

地域を守る！ ▶被災者等の支援 20災害時に支援する 

179 災害時の対応を促すスマホアプリの開発と普及活動 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

三井住友海上火災保険株式会社 
【平成 27年】 

6010001008795 サプライ関連事業者 
【金融業，保険業】 

東京都 

 取組の概要 

 スマートフォンアプリで、保険と減災とを組合せたサービスを提供 

 三井住友海上火災保険株式会社では、本業である保険の契約対応や事故対応サービスに加えて、

「保険をてのひらに」と「事故予防と減災への貢献」の 2 点をコンセプトに、平成 24 年 8 月

にスマートフォン利用者向けアプリ「スマ保」をリリースした。 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模自

然災害に遭遇したときでも、利用者が無

事に避難できることを主目的に、「スマ

保」シリーズの第二弾として、平成25年

8 月にリリースしたアプリが「スマ保災

害時ナビ」であり、避難所への誘導機能

や災害時のノウハウが確認できる仕組

である。 

 平成 27 年 7 月には、本アプリの英語・

中国語・・韓国語版をリリースし、日本に

滞在する留学生や、外国人観光客にもサ

ービスを提供している。 

                                                                                       

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 仕事先、旅先で被災した際に、避難所等が確認できる 

 東日本大震災の際には、住民に加え、仕事先や旅行先で被災した人々も多く発生した。これを

踏まえて、安全・安心を提供することが損害保険会社の責務と考え、周辺地理に不慣れな場所

で自然災害に遭遇した場合でも最寄りの避難所が確認できるなど、防災面での機能の充実を図

ったサービスの提供をしている。 

 

自然災害発生時に対応した主な機能 

 同アプリでの防災面での主な機能には次のようなものがある。 

①速やかに自治体の指定避難所へ・ カメラを合わせると、実際の風景画面に、避難所等の方角や自宅

の方向が表示される。この機能により、通信が遮断されている、あるいは暗闇といった環境下でも

▲スマートフォンアプリの画面 
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利用可能である。またGPSを利用して、現在地から避難所等までのルートを地図上に表示し、外

出先でも最寄りの避難所等が確認可能となっている。なお避難所の情報は都道府県の地域防災計

画や都道府県がホームページで公表している情報等を取得、集約している。さらにデータベース

の精度を高めるため、市区町村が策定した最新の避難所データ等の取得も行っている。 

②災害時ノウハウを手のひらに・ 自治体が発行する・「防災対策マニュアル」のような内容が、手元の

スマートフォンで確認可能となっている。 

③情報の受発信で安心を・ 「災害時ナビ」の画面上から、「Google パーソンファインダー」や・「Twitter

ライフライン情報」にワンタップで接続できる。迅速な情報の受発信が可能であり、災害時に安心

感を届けることができる。 

 

 取組の平時における利活用の状況 

 保険サービスのアプリに、減災面での機能を付加 

 保険の申込みや契約の確認機能に加え、防災情報通知、避難所情報の提供や災害時ノウハウ集

等の機能を付加している。このため突発的な大規模自然災害時に備え、平時から使用すること

を前提とした仕組となっている。 

 また、平時から、生活と切り離せない存在となっているスマートフォンを活用することで、災害

時の対応力も強化されることとなる。 

 

 周囲の声 

  都心での豪雪で公共交通機関が停止したことがあった。そんな時、自宅までのルートが確認で

きたので、慣れない状況下で安心して無事自宅にたどり着くことができた。（一般ユーザー） 

 最近各地で様々な大規模自然災害が起きていたため、突然の自然災害でも慌てずに行動ができ、

いつも持ち歩いているスマートフォンならば安心感を得られることから、家族にも利用を勧め

た。（一般ユーザー） 

 


